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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第81期

前第３四半期
連結累計期間

第82期
当第３四半期
連結累計期間

第81期
前第３四半期
連結会計期間

第82期
当第３四半期
連結会計期間

第81期

会計期間

自　平成21年
４月１日

至　平成21年
12月31日

自　平成22年
４月１日

至　平成22年
12月31日

自　平成21年
10月１日

至　平成21年
12月31日

自　平成22年
10月１日

至　平成22年
12月31日

自　平成21年
４月１日

至　平成22年
３月31日

売上高 （百万円） 51,675 54,010 23,135 18,024 83,111

経常利益 （百万円） 1,466 1,919 1,298 391 2,559

四半期（当期）純利益 （百万円） 725 1,113 683 319 1,304

純資産額 （百万円） － － 19,217 20,220 19,917

総資産額 （百万円） － － 63,490 59,481 65,296

１株当たり純資産額 （円） － － 583.31 613.80 604.56

１株当たり四半期（当

期）純利益
（円） 22.01 33.80 20.75 9.70 39.60

潜在株式調整後１株当

たり四半期（当期）純

利益

（円） － － － － －

自己資本比率 （％） － － 30.3 34.0 30.5

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △4,079 3,425 － － △179

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △332 85 － － △402

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 1,648 112 － － △981

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高
（百万円） － － 4,201 9,055 5,391

従業員数 （人） － － 902 924 902

（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。
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２【事業の内容】

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営んでいる事業の内容に重要

な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。

 

３【関係会社の状況】

　当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成22年12月31日現在

従業員数（人） 924[124]

（注）　従業員数は就業人員数であり、臨時従業員数は [　] 内に当第３四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載し

ております。

 

(2）提出会社の状況

 平成22年12月31日現在

従業員数（人） 896[124]

（注）　従業員数は就業人員数であり、臨時従業員数は [　] 内に当第３四半期会計期間の平均人員を外数で記載してお

ります。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

セグメントの名称

前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

（百万円）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

（百万円）

設備工事事業 － － （－）

機器製造販売事業 1,539 2,663（73.1％増）

合計 1,539 2,663（73.1％増）

　（注）１　金額は、売上原価により算出しております。

２　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

３　当社グループでは設備工事事業における生産実績を定義することは困難であるため、「生産実績」は記載して

おりません。

 

(2）受注実績

セグメントの名称

前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

（百万円）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

（百万円）

設備工事事業 15,925 12,122（23.9％減）

機器製造販売事業 1,301 2,152（65.4％増）

合計 17,227 14,275（17.1％減）

　（注）上記金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(3）販売実績

セグメントの名称

前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

（百万円）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

（百万円）

設備工事事業 21,874 15,744（28.0％減）

機器製造販売事業 1,261 2,279（80.8％増）

合計 23,135 18,024（22.1％減）

　（注）１　売上高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の売上高およびその割合は、次のとおりであります。

前第３四半期連結会計期間

㈱竹中工務店 2,451百万円 10.6％

当第３四半期連結会計期間

㈱大林組 2,619百万円 14.5％

２　上記金額には、消費税等は含まれておりません。
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なお、参考のため提出会社個別の事業の状況は次のとおりであります。

①　受注高、売上高、繰越高

期別 区分
期首繰越高

(百万円)

期中受注高

(百万円)

計

(百万円)

期中売上高

(百万円)

期末繰越高

(百万円)

前第３四半期累計期間

（自平成21年４月１日

至平成21年12月31日）

設備工事事業      

空調工事 41,76534,86476,63036,58940,041

衛生工事 13,74313,10026,843 9,976 16,867

計 55,50847,965103,47346,56556,908

機器製造販売事業 2,353 4,002 6,356 3,816 2,539

合計 57,86151,968109,82950,38159,448

当第３四半期累計期間

（自平成22年４月１日

至平成22年12月31日）

設備工事事業      

空調工事 28,80529,99958,80434,26124,542

衛生工事 13,104 8,618 21,72211,23310,489

計 41,90938,61780,52745,49435,032

機器製造販売事業 3,055 7,733 10,789 7,580 3,208

合計 44,96546,35191,31653,07538,240

前事業年度

（自平成21年４月１日

至平成22年３月31日）

設備工事事業      

空調工事 41,76544,11085,87557,06928,805

衛生工事 13,74317,11030,85417,74913,104

計 55,50861,221116,72974,81941,909

機器製造販売事業 2,353 7,232 9,586 6,530 3,055

合計 57,86168,453126,31581,35044,965

　（注）１　前事業年度以前に受注した工事で、契約の変更により請負金額に変更のあるものについては、期中受注高にそ

の増減額を含みます。したがって、期中売上高にもかかる増減額が含まれます。

２　期末繰越高は（期首繰越高＋期中受注高－期中売上高）であります。

３　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

　

②　受注高

期別 区分 官公庁(百万円)民間(百万円) 計(百万円)

前第３四半期会計期間

（自平成21年10月１日

至平成21年12月31日）

設備工事事業    

空調工事 1,184 12,559 13,744

衛生工事 895 1,064 1,960

計 2,080 13,624 15,705

機器製造販売事業 － 1,301 1,301

合計 2,080 14,925 17,006

当第３四半期会計期間

（自平成22年10月１日

至平成22年12月31日）

設備工事事業    

空調工事 330 8,476 8,806

衛生工事 159 3,064 3,223

計 489 11,540 12,030

機器製造販売事業 － 2,152 2,152

合計 489 13,693 14,182

　（注）上記金額には、消費税等は含まれておりません。
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③　売上高

期別 区分 官公庁(百万円)民間(百万円) 計(百万円)

前第３四半期会計期間

（自平成21年10月１日

至平成21年12月31日）

設備工事事業    

空調工事 2,616 13,714 16,331

衛生工事 2,378 2,291 4,670

計 4,995 16,006 21,001

機器製造販売事業 － 1,261 1,261

合計 4,995 17,267 22,262

当第３四半期会計期間

（自平成22年10月１日

至平成22年12月31日）

設備工事事業    

空調工事 2,891 9,520 12,412

衛生工事 452 2,702 3,155

計 3,344 12,222 15,567

機器製造販売事業 － 2,279 2,279

合計 3,344 14,502 17,846

　（注）１　前第３四半期会計期間完成工事のうち請負金額５億円以上の主なものは、次のとおりです。

独立行政法人国立病院機構

熊本医療センター
独立行政法人国立病院機構熊本医療センター病院建物更新築工事（衛生）

鹿島建設㈱ 日本ガイシ㈱小牧事業所ＮＡＳ電池工場増設に伴う空気調和衛生設備工事

島根三洋電機㈱ 島根三洋電機㈱第三工場　第二期工事　空調機械設備工事

東鉄工業㈱ ホテルメトロポリタン高崎改修工事に伴う空調設備工事

㈱竹中工務店 アステラス加島Ｒ１・２改　空気調和設備工事

当第３四半期会計期間完成工事のうち請負金額11億円以上の主なものは、次のとおりです。

三洋電機㈱ (仮称)三洋電機株式会社　加西事業所新工場建設工事生産付帯設備工事

㈱大林組 八王子駅南口地区第一種市街地再開発事業施設建築物新築工事

㈱竹中工務店 鶴見駅東口地区第一種市街地再開発事業空調衛生設備工事

２　売上高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の売上高およびその割合は、次のとおりであります。

前第３四半期会計期間

㈱竹中工務店 2,451百万円 11.0％

当第３四半期会計期間

㈱大林組 2,619百万円 14.7％

３　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

　

④　繰越高（平成22年12月31日現在）

区分 官公庁(百万円)民間(百万円) 計(百万円)

設備工事事業    

空調工事 5,448 19,094 24,542

衛生工事 2,865 7,623 10,489

計 8,314 26,717 35,032

機器製造販売事業 － 3,208 3,208

合計 8,314 29,926 38,240

　（注）１　繰越工事のうち請負金額10億円以上の主なものは、次のとおりです。

学校法人岩手医科大学
岩手医科大学総合移転整備計画第二次事業新築工事

機械設備工事
平成23年２月完成予定

総合病院国保旭中央病院 総合病院国保旭中央病院新本館空調設備工事 平成23年３月完成予定

安藤建設㈱ 吹田徳洲会病院新築　空気調和設備工事 平成24年４月完成予定

２　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２【事業等のリスク】

　当第３四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

EDINET提出書類

株式会社朝日工業社(E00153)

四半期報告書

 6/35



　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社および連結子会社）が判断し

たものであります。
 
(1) 業績の状況

　当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済を顧みますと、新興国の堅調な経済に支えられ外需産業を中心に企

業業績の改善や、政府の経済対策の効果等により景気は緩やかな回復傾向となりましたが、円高の進行や、経済対策の

終了もあり足元の景気は足踏み状態にあります。

　当社グループの関連事業の環境は、設備工事事業につきましては、官公需は総じて低調に推移し、民間設備投資も企

業業績の改善が新たな設備投資意欲を持ち直すまでに至らず、厳しい受注環境に置かれております。精密環境制御機

器の製造販売事業につきましては、世界的な半導体の需要増及び新興国などを中心とした液晶テレビの需要増や、新

たにスマートフォンやタブレット端末の躍進にけん引され、半導体及び液晶パネル製造装置の事業環境が前年に比べ

著しく好転し、当第３四半期連結会計期間の機器製品全体の受注高、売上高は前年同期を大幅に上回りました。

　こうした経営環境の下で、当社グループは業績の向上に総力を上げて取り組んでまいりました。その結果、当第３四

半期連結会計期間の売上高は18,024百万円（前年同期比22.1％減少）、営業利益は368百万円、経常利益は391百万円、

四半期純利益は319百万円となりました。

 

　セグメントの業績を示すと次のとおりであります。なお、各セグメントの営業利益は、各報告セグメントのセグメン

ト利益と一致しております。（「第５　経理の状況　１　四半期連結財務諸表　注記事項　（セグメント情報等）セグメ

ント情報」をご参照ください。）

 

（設備工事事業）

売上高 15,744百万円 (△28.0％)

営業利益 229百万円 (△83.1％)

　受注高は12,122百万円で前年同期比23.9％の減少となりました。

　売上高につきましては、前年同期比28.0％の減少となりました。

　売上高の減少と売上総利益率も前年同期より低下したため、販売費及び一般管理費の増加もあり、営業利益は前年同

期を下回りました。

（機器製造販売事業）

売上高 2,279百万円 (　80.8％)

営業利益 138百万円 (　――　)

　受注高は2,152百万円で前年同期比65.4％の増加となりました。

　売上高につきましては、受注高の大幅な増加を受け、前年同期比80.8％の増加となりました。売上総利益率も前年同

期より改善したため、販売費及び一般管理費も増加しましたが、売上高増加の影響により、営業利益は前年同期の営業

損失から営業利益に転化しました。

　

(2) 財政状態の分析

　当第３四半期連結会計期間末の財政状態は、総資産が59,481百万円（前年度末比5,815百万円減少）となりました。

主な増加は、現金預金の増加3,663百万円、主な減少は、受取手形・完成工事未収入金等の減少8,799百万円です。

　負債総額は39,260百万円（前年度末比6,118百万円減少）となりました。主な減少は、支払手形・工事未払金等の減

少7,369百万円です。

　純資産は20,220百万円（前年度末比303百万円増加）となりました。これは、配当金の支払494百万円、四半期純利益

1,113百万円、その他有価証券評価差額金の減少274百万円などによるものです。
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(3) キャッシュ・フローの状況

　当第３四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、第２四半期連結会計期間末より

709百万円増加し、9,055百万円となりました。

　

　　（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当第３四半期連結会計期間における営業活動による資金の減少は662百万円（前年同期比1,879百万円の増加）とな

りました。これは、主として仕入債務の支払や未成工事支出金等の投入による支出が、売上債権の回収や未成工事受入

金などの収入を1,245百万円上回ったことなどによるものです。

　

　　（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当第３四半期連結会計期間における投資活動による資金の増加は283百万円（前年同期比535百万円の増加）となり

ました。これは、旧船橋工場売却に係る有形固定資産の売却による収入があった一方、有形・無形固定資産の取得によ

る支出があったことなどによるものです。

　

　　（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当第３四半期連結会計期間における財務活動による資金の増加は1,069百万円（前年同期比1,701百万円の減少）と

なりました。これは、主として借入金の調達などによるものです。

 

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。
 

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会社

法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。
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Ⅰ．当社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針
 

当社は、平成20年５月15日開催の取締役会において、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を確保

し、向上させることを目的として、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

（以下「基本方針」といいます。）を決定しました。その内容は以下のとおりです。

当社の財務および事業の方針の決定を支配する者は、当社の企業価値の源泉を理解し、当社が企業価値ひいて

は株主の皆様の共同の利益を継続的かつ持続的に確保・向上していくことを可能とする者であることが必要で

あると当社は考えています。上場会社である当社の株券等については、株主、投資家の皆様による自由な取引が認

められており、当社取締役会としては、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方は、最終的には

株主の皆様全体の意思により決定されるべきであり、当社の株券等に対する大規模買付行為（下記Ⅲ．2）(1)に

おいて定義されます。以下同じとします。）があった場合、当社株券等を売却するかどうかの判断も、最終的には

当社の株券等を保有する株主の皆様の判断に委ねられるべきものであると考えます。また、当社は、当社の株券等

の大規模買付行為がなされる場合であっても、これが当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益に資する

ものであれば、これを否定するものではありません。

しかしながら、近年わが国の資本市場においては、対象となる企業の経営陣の賛同を得ずに、一方的に大規模買

付行為を強行する動きが顕在化しております。そして、かかる株券等の大規模買付行為の中には、その目的等から

見て対象会社の企業価値ひいては株主共同の利益に対する明白な侵害をもたらすもの、株主に株券等の売却を事

実上強要するおそれがあるもの、対象会社の取締役会や株主が株券等の大規模買付行為の内容等について検討し

あるいは対象会社の取締役会が代替案を提案するための十分な時間や情報を提供しないもの、対象会社が買収者

の提示した条件よりも有利な条件をもたらすために買収者との協議・交渉を必要とするもの等、対象会社の企業

価値ひいては株主共同の利益に資さないものも少なくありません。

当社が今後も企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を確保し向上させるためには、長年培ってきた顧客や

協力会社との信頼関係の維持、技術力・施工力の研鑽による競争力の向上、空気調和衛生設備の派生技術の応用

による新事業分野の開拓、財務内容、収益力、社員待遇など総合的な企業体質の向上などの中長期的な視点に立っ

た事業展開が必要不可欠であり、これらが当社の株券等の大規模買付行為を行う者により確保され、向上させら

れるのでなければ、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益は毀損されることになります。また、外部者

である買収者が大規模買付行為を行う場合に、株主の皆様が最善の選択を行うためには、当社の有形無形の経営

資源、将来を見据えた施策の潜在的効果、その他当社の企業価値を構成する事項等、様々な情報を適切に把握した

上で、当該大規模買付行為が会社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益に及ぼす影響を判断する必要があ

りますが、かかる情報が明らかにされないまま大規模買付行為が強行される場合には当社の企業価値ひいては株

主の皆様の共同の利益は毀損される可能性があります。

当社としては、このような当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益に資さない大規模買付行為を行う

者は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者として不適切であり、このような者による大規模買付行

為に対しては必要かつ相当な対抗手段を講じることにより、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を

確保する必要があると考えます。

 

Ⅱ．基本方針の実現に資する特別な取組み
 

1) 当社の今後の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益の確保・向上に向けた取組みについて
 

(1) 当社の企業価値の源泉について
 

当社の企業価値の源泉は、設備工事事業の公共性、機器製造販売事業の独自性を踏まえ、①創業以来80有余年

の社歴により培われた顧客や協力会社との信頼関係、②長い社歴に裏打ちされた豊富な実績と確かな技術力、

③熟練した技術を有し、当社の設備工事事業および機器製造販売事業の事業特性を十分に把握した従業員の存

在であると考えております。

当社は、これらの企業価値の源泉に基づき、「地球環境と資源を大切にしながら、空気・水・熱の科学に基づ

く高度な技術によって、最適空間を創造し、人類文化の発展に貢献する」ことを使命とし、エンジニアリングコ

ンストラクターとして積極的な事業展開を図り、たえず未来を見つめた技術の開発に取組み、時代の変化に俊

敏に対応することを企業の精神としています。会社と職場および社員は「人間尊重の経営」、「働き甲斐のあ

る職場」、「自己研鑽とチャレンジ精神溢れる行動」をポリシーとして、人と地球の「最適環境」の創造をめ

ざし、たゆまぬ努力を続けてまいります。
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(2) 中期経営計画について
 

当社グループは３ヶ年を計画期間とする中期経営計画を策定し、中期的な経営の指針としておりますが、本

年度は第13次中期経営計画（2008年４月～2011年３月）の最終年度に当たります。

第13次中期経営計画の骨子は次のとおりです。
　

①　基本方針
　

第12次中期経営計画で掲げた「設備業界において大手専門業者に相応しい会社内容を目指す」、「先端分

野への取組みを重視するとともに、派生する技術の応用による新分野に積極的に進出し、事業の拡大を目指

す」という２つの『会社の方向性』を引き続き基盤に置き、次の３項目を基本方針とする。

(a) 「利益重視の経営」を基本に置き、着実な業績の拡大を図る

(b) 社会や顧客のニーズに応えうる営業力と技術力の更なる強化、向上に努める

(c) 「企業の社会的責任」を今一層果たせるよう企業体質の強化、社内体制の整備を図る
　

②　重点的課題
　

(a) 優良市場、成長分野への積極的な展開

(b) 収益力、コスト競争力の強化

(c) 人材の確保と育成

(d) ＣＳＲ（企業の社会的責任）への取組み強化
　

③　事業別施策
　

(a) 設備工事事業

• 積極的な採用と柔軟性のある人事異動の推進により、市場性と成長性が見込める重点地域に人員を効

果的に配置する。

• 産業施設やリニューアル物件への積極的な営業展開、およびアフターフォロー管理の整備・強化によ

り民間元請工事の受注を拡大する。

• 発注方法見直し等による購買価格のコストダウン、目標利益の管理徹底・強化、現場業務の効率化等に

よりコスト競争力を強化する。

• 市場性と顧客ニーズに重点を置いた技術開発、および新分野への進出を目指した技術開発を推進する。

 

(b) 機器製造販売事業

• サービス体制の拡充、製品の納期短縮、品質向上により顧客満足度の向上に努める。

• 最新の生産管理技術の導入により原価低減を推進する。

• 新技術・新製品の開発推進を加速化するとともに、社内管理体制を再整備することで、安定成長経営体

制を確立する。

(c) 海外事業

• 安定的な施工能力の確保、社内管理体制の強化等により、亞太朝日の経営安定化を推進する。
　

④　最終年度の目標

(a) 連結受注高　　　　94,300百万円

(b) 連結売上高　　　　93,300百万円

(c) 連結当期純利益　　 1,200百万円
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2) 企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益向上の基盤となる仕組みについて
 

コーポレートガバナンスの強化
 

当社は、企業の社会的責任の重要性を認識し、株主を始め様々なステークホルダーの利益を尊重し、企業価値

を高めていくことを目的として、経営上の組織や仕組みを改善し、コーポレートガバナンスを強化することを

最も重要な経営課題として位置づけています。

当社は平成18年６月より執行役員制度を導入し、経営効率の向上と意思決定の迅速化、意思決定・監督機能

と業務執行機能の分担の明確化を図っております。

取締役会は社外取締役２名を含む取締役12名で構成され、２ケ月に１回の定例取締役会の他、必要に応じて

臨時取締役会を開催し、重要事項の決定および業務執行状況の監督を行うとともに常勤取締役および常勤監査

役により構成される経営会議を毎月１回開催し、取締役会付議事項その他の重要事項について審議をいたして

おります。

監査役会は社外監査役３名を含む４名の体制をとっています。監査役は監査役会が定めた監査の方針、監査

計画に基づき、業務および財産の状況を調査し、取締役会その他の重要な会議に出席し、取締役の業務執行状況

を監査しております。

内部監査部門としては、業務執行部門とは独立した社長直轄の「内部監査室」を設置し、選任スタッフの他

に会計監査人とは独立した社外の公認会計士をアドバイザリースタッフに迎えています。内部監査室は監査室

の監査計画に基づき業務監査・会計監査を実施し、公正かつ客観的な立場から、経営に対し評価・助言を行い、

各部門の業務の改善を推進しています。

また、九段監査法人より会計監査人として独立の立場から監査を受けております。監査役、内部監査部門およ

び会計監査人は、監査報告等の定期的な会合を含め、必要に応じて情報交換を行い相互の連携を図っておりま

す。

さらに、取締役の経営責任を明確にし、経営環境の変化に迅速に対応できる経営体制を確立することを目的

として、取締役の任期を選任後１年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の

時までとしております。

当社は、今後も経営上の組織や仕組みを改善し、取締役制度、監査役制度の機能を強化することによって、よ

り充実したコーポレートガバナンスの実現に努めるとともに、株主・投資家の皆様に対しては、常に投資者の

視点に立った迅速・正確かつ公平な会社情報の開示に努め、経営の透明性を高めてまいります。

 

Ⅲ．基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配されることを防止するた

めの取組み
 

当社は、平成20年５月15日開催の取締役会において、基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務およ

び事業の方針の決定が支配されることにより当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益が毀損されるこ

とを防止するための取組みの一つとして、当社の株券等の大規模買付行為に関する対応方針（以下「本対応方

針」といいます。）の導入に関する議案を平成20年６月27日開催の当社第79回定時株主総会に付議することを決

定し、当該定時株主総会において、株主の皆様にご承認いただきました。

本対応方針の導入の目的および概要は以下のとおりです。
 

1) 本対応方針導入の目的
 

本対応方針は、以下のとおり、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を確保し、向上させることを

目的として、上記Ⅰ.に記載した基本方針に沿って導入されたものです。当社取締役会は、基本方針に定めると

おり、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益に資さない大規模買付行為を行う者は、当社の財務お

よび事業の方針の決定を支配する者として不適切であると考えています。そして、こうした不適切な者によっ

て当社の財務および事業の方針の決定が支配されることを防止し、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同

の利益に反する大規模買付行為を抑止するためには、当社株券等に対する大規模買付行為が行われる際に、当

社取締役会が株主の皆様に代替案を提案したり、あるいは株主の皆様がかかる大規模買付行為に応じるべきか

否かを判断するために必要な情報や時間を確保すること、株主の皆様のために交渉を行うこと等を可能とする

枠組みが必要不可欠であると判断しました。

以上の理由により、当社は、平成20年６月27日に開催の当社第79回定時株主総会で株主の皆様のご承認をい

ただき、本対応方針を導入いたしました。
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2) 本対応方針の概要
 

(1) 本対応方針に係る手続
 

本対応方針は、(a)当社が発行者である株券等について、保有者の株券等保有割合の合計が20％以上となる買

付け、もしくは、(b)当社が発行者である株券等について、公開買付けに係る株券等の株券等所有割合およびそ

の特別関係者の株券等所有割合の合計が20％以上となる公開買付けに該当する行為またはこれらに類似する

行為（ただし、当社取締役会が予め承認したものを除きます。以下「大規模買付行為」といいます。）がなさ

れ、またはなされようとする場合を適用対象とし、かかる大規模買付行為を行おうとする者（以下「大規模買

付者」といいます。）が現れた場合に、当該大規模買付者に対し、事前に当該大規模買付行為に関する情報の提

供を求め、当社が、当該大規模買付行為についての情報収集・検討等を行う時間を確保した上で、株主の皆様に

当社経営陣の計画や代替案等を提示したり、大規模買付者との交渉等を行うための手続を定めるものです。な

お、大規模買付者には、本対応方針に係る手続を遵守していただくこととし、大規模買付者は、本対応方針に係

る手続の開始後、(i)独立委員会による対抗措置の発動または不発動の勧告等により独立委員会による検討期

間が終了するまでの間、および(ⅱ)独立委員会による検討期間終了後であっても、対抗措置の発動の可否を問

うための株主総会が招集された場合には、当該株主総会において対抗措置の発動に関する決議がなされるまで

の間、大規模買付行為を実行してはならないものとしております。
 

(2) 新株予約権の無償割当てによる対抗措置の発動
 

大規模買付者が本対応方針において定められた手続に従うことなく大規模買付行為を行う場合、または、大

規模買付者による大規模買付行為が当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を著しく損なうおそれ

がある場合等には、当社は、当該大規模買付者その他一定の者による権利行使は認められないとの行使条件お

よび当社が当該一定の者以外の者から当社株式と引換えに新株予約権を取得する旨の取得条項が付された新

株予約権（以下「本新株予約権」といいます。）を、その時点の当社を除く全ての株主に対して新株予約権無

償割当ての方法（会社法第277条以下に規定されます。）により割り当てます。なお、会社法その他の法令およ

び当社の定款上認められるその他の対抗措置を発動することが適切と判断された場合には当該その他の対抗

措置が用いられることもあります。
 

(3) 取締役の恣意的判断を排するための独立委員会、株主総会の利用
 

本対応方針においては、本対応方針の運用ないし対抗措置の発動等に関する当社取締役会の恣意的判断を排

し、その判断の合理性および公正性を担保することを目的として、独立委員会規程に従い、(i)当社社外取締役、

(ⅱ)当社社外監査役、または(ⅲ)社外の有識者（実績ある会社経営者、官庁出身者、投資銀行業務に精通する

者、弁護士、公認会計士および学識経験者等）で、当社経営陣から独立した者のみから構成される独立委員会の

客観的な判断を経ることとしています。また、これに加えて、独立委員会が株主総会の招集を勧告した場合には

株主総会を招集の上、同株主総会に対抗措置の発動に関する議案を付議することにより株主の皆様の意思を確

認することとしています。さらに、こうした手続の過程について、株主の皆様に適時情報を開示することにより

その透明性を確保することとしています。

なお、本対応方針の導入当初の独立委員会は、独立性の高い社外取締役および社外の有識者により構成され

ております。
 

(4) 本新株予約権の行使および当社による本新株予約権の取得
 

仮に、本対応方針に従って本新株予約権の無償割当てがなされた場合で、大規模買付者その他一定の者以外

の株主の皆様による本新株予約権の行使により、または当社による本新株予約権の取得と引換えに、大規模買

付者その他一定の者以外の株主の皆様に対して当社株式が交付された場合には、当該大規模買付者その他一定

の者の有する当社株式の議決権割合は、最大約50％まで希釈化される可能性があります。
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Ⅳ．上記Ⅱ．記載の取組みについての取締役会の判断
 

当社は、企業価値を安定的かつ持続的に向上させていくことこそが株主の皆様の共同の利益の向上のために最

優先されるべき課題であると考え、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益の向上を目的に、上記Ⅱ．

記載の取組みを行ってまいりました。これらの取組みの実施を通じて、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共

同の利益を向上させ、その向上が株主および投資家の皆様による当社株式の評価に適正に反映されることによ

り、上記のような当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を著しく損なうおそれのある株券等の大規模

買付行為等は困難になるものと考えられ、これらの取組みは、上記Ⅰ．記載の基本方針に資するものであると考

えております。

したがいまして、上記Ⅱ．記載の取組みは上記Ⅰ．記載の基本方針に沿うものであり、株主の皆様の共同の利

益を損なうものではなく、また、当社の役員の地位の維持を目的とするものではないと考えております。

 

Ⅴ．上記Ⅲ．記載の取組みについての取締役会の判断
 

1) 本対応方針が基本方針に沿うものであること
 

本対応方針は、当社株券等に対する大規模買付行為が行われる際に、当社取締役会が株主の皆様に代替案を

提案したり、あるいは株主の皆様がかかる大規模買付行為に応じるべきか否かを判断するために必要な情報や

時間を確保したり、株主の皆様のために大規模買付者と交渉を行うこと等を可能とすることにより、当社の企

業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を確保するための枠組みであり、上記Ⅰ．記載の基本方針に沿うもの

です。
 

2) 本対応方針が株主の皆様の共同の利益を損なうものではなく、また、当社の会社役員の地位の維持を目的とす

るものではないこと
 

当社は、以下の理由から、本対応方針は、当社の株主の皆様の共同の利益を損なうものではなく、また、当社の

役員の地位の維持を目的とするものではないと考えております。
 

(1) 株主意思を重視するものであること
 

当社は、平成20年５月15日開催の当社取締役会において、本対応方針の導入等に関する株主の皆様のご意思

を確認するため、平成20年６月27日開催の当社第79回定時株主総会に本対応方針に係る定款変更議案および本

対応方針の導入に関する議案を付議することを決定し、当該定時株主総会において、株主の皆様にご承認いた

だきました。

また、(i)当社株主総会において本対応方針を廃止もしくは変更する旨の議案が承認された場合、または(ⅱ)

当社株主総会において選任された取締役によって構成される当社取締役会において本対応方針を廃止する旨

の決議が行われた場合には、本対応方針はその時点で廃止または変更されることになり、その意味で、本対応方

針の導入および廃止は株主の皆様の意思に基づくものとなっております。

さらに、当社取締役会は、独立委員会による勧告を最大限尊重した上で、当社定款第13条第１項に基づき、本

新株予約権の無償割当てに関する議案を当社株主総会に付議することがあり、これにより株主の皆様のご意思

を直接確認することができることとしております。
 

(2) 買収防衛策に関する指針の要件を完全に充足していること
 

本対応方針は、経済産業省および法務省が平成17年５月27日に公表した「企業価値・株主共同の利益の確保

または向上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則（①企業価値・株主共同の利益の確保・向上

の原則、②事前開示・株主意思の原則、③必要性・相当性確保の原則）を完全に充足しています。
 

(3) 当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益の確保または向上の目的をもって導入されたこと
 

本対応方針は、上記Ⅲ．1)に記載のとおり、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を確保しまた

は向上させることを目的として、大規模買付者に対して、当該大規模買付者が実施しようとする大規模買付行

為に関する必要な情報の事前の提供、およびその内容の評価・検討等に必要な期間の確保を求めるために、導

入されたものです。
　

EDINET提出書類

株式会社朝日工業社(E00153)

四半期報告書

13/35



(4) 合理的かつ客観的な対抗措置発動要件の設定
 

本対応方針は、合理的かつ客観的な要件が充足されない限りは、対抗措置が発動されないように設定されて

おり、当社取締役会による恣意的な発動を防止するための仕組みが確保されています。
 

(5) 独立委員会の設置
 

当社は、本対応方針において、本対応方針に定められた手続きに従って一連の手続が進行されたか否か、およ

び、本対応方針に定められた手続が遵守された場合に当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を確保

しまたは向上させるために必要かつ相当と考えられる一定の対抗措置を講じるか否かについての取締役会の

判断の合理性および公正性を担保するため、またその他本対応方針の運用ないし対抗措置の発動等に関する取

締役会の判断の合理性および公正性を確保するために、当社取締役会から独立した組織として、独立委員会を

設置しております。

かかる独立委員会の勧告を最大限尊重して当社取締役会が判断を行うことにより、当社取締役会による恣意

的な本対応方針の運用ないし対抗措置の発動を防止するための仕組みが確保されています。
 

(6) 当社取締役の任期は１年であること
 

当社取締役の任期は選任後１年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の

時までとされており、毎年の取締役の選任を通じても、本対応方針に対する株主の皆様のご意向を反映させる

ことが可能です。
 

(7) デッドハンド型買収防衛策やスローハンド型買収防衛策ではないこと
 

本対応方針は、本対応方針の有効期間の満了前であっても、当社株主総会が選任する取締役で構成された取

締役会により、いつでも廃止することができるものとされております。したがいまして、本対応方針は、デッド

ハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の過半数を交代させても、なお発動を阻止できない買収防衛策）では

ありません。

また、当社は期差選任制を採用していないため、改選期の定時株主総会における取締役選任議案によって取

締役会の構成員を一度に交代することができ、さらに、当社取締役の任期は選任後１年以内に終了する事業年

度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の時までであることから、毎年の定時株主総会で取締役の選

任議案が諮られます。そのため、本対応方針は、スローハンド型買収防衛策（取締役会の構成の交代により対抗

措置の発動を阻止するのに時間を要する買収防衛策）でもありません。

　

　

(5) 研究開発活動

当第３四半期連結会計期間における当社グループ全体の研究開発費の総額は、39百万円であります。

なお、当第３四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　機器事業部豊富工場開設に伴い、閉鎖しておりました船橋工場を当第３四半期連結会計期間に売却いたしました。

提出会社

事業所

(所在地)

セグメント

の名称

帳簿価額(百万円)

売却年月建物・

構築物

機械・運搬具

・工具器具

・備品

土地
合計

面積(㎡)金額

機器事業部

(千葉県船橋市)

機器製造

販売事業
169 1 2,81947 217平成22年12月

　

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありま

せん。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 78,198,000

計 78,198,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成22年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成23年２月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 34,000,000 34,000,000

東京証券取引所

（市場第一部）

大阪証券取引所

（市場第一部）

単元株式数

1,000株

計 34,000,000 34,000,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成22年10月１日～

平成22年12月31日
－ 34,000,000 － 3,857 － 3,013

 

（６）【大株主の状況】

当第３四半期会計期間において、みずほ銀行株式会社から平成22年11月25日付の大量保有報告書（変更報告

書）の写しの送付があり、平成22年11月17日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けておりますが、株

式名簿の記載内容が確認できないため、当社として実質所有株式数の確認ができておりません。

なお、大量保有報告書（変更報告書）の内容は次のとおりであります。

氏名又は名称 住所
所有株式数

（千株）

発行済株式

総数に対する

所有株式数

の割合(％)

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町一丁目１番５号 1,635 4.81

株式会社みずほコーポレート銀行 東京都千代田区丸の内一丁目３番３号 1,441 4.24

みずほ信託銀行株式会社 東京都中央区八重洲一丁目２番１号 334 0.98

みずほインベスターズ証券株式会社 東京都中央区日本橋蛎殻町２丁目10番30号 294 0.87

計 　 3,704 10.90
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成22年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

 平成22年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　1,056,000
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式 32,755,000 32,755 －

単元未満株式 普通株式　　189,000 － １単元（1,000株）未満の株式

発行済株式総数 34,000,000 － －

総株主の議決権 － 32,755 －

(注)　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式207株が含まれております。

 

②【自己株式等】

 平成22年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

（自己保有株式）

株式会社 朝日工業社

東京都港区浜松町

一丁目25番７号
1,056,000 － 1,056,000 3.10

計 － 1,056,000 － 1,056,000 3.10

(注)　当第３四半期会計期間末の自己株式数は1,056,349株であります。

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 398 385 364 388 365 362 357 348 349

最低（円） 373 341 328 342 334 333 330 327 331

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

 

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第

14号）に準じて記載しております。

　なお、前第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四半期連結

会計期間（平成22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成22年４月１日から

平成22年12月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平

成21年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間（平成22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び当第３四半

期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、九段監査法人

による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 9,055 5,391

受取手形・完成工事未収入金等 29,574 38,373

製品 73 147

未成工事支出金 ※5
 3,368

※5
 4,354

仕掛品 2,059 1,095

材料貯蔵品 149 128

その他 2,436 2,658

貸倒引当金 △52 △71

流動資産合計 46,664 52,079

固定資産

有形固定資産 ※1
 4,984

※1
 5,200

無形固定資産 380 384

投資その他の資産

投資有価証券 5,254 5,725

その他 2,317 2,018

貸倒引当金 △120 △111

投資その他の資産計 7,451 7,632

固定資産合計 12,816 13,217

資産合計 59,481 65,296

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 23,827 31,196

短期借入金 4,404 3,404

未払法人税等 276 589

未成工事受入金 4,921 4,362

引当金 338 288

その他 1,846 1,697

流動負債合計 35,615 41,539

固定負債

長期借入金 606 984

退職給付引当金 2,739 2,582

その他 298 273

固定負債合計 3,644 3,840

負債合計 39,260 45,379
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 3,857 3,857

資本剰余金 3,721 3,721

利益剰余金 12,863 12,244

自己株式 △376 △376

株主資本合計 20,065 19,447

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 268 543

為替換算調整勘定 △113 △72

評価・換算差額等合計 155 470

純資産合計 20,220 19,917

負債純資産合計 59,481 65,296
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

売上高 51,675 54,010

売上原価 46,581 48,366

売上総利益 5,093 5,644

販売費及び一般管理費 ※1
 3,708

※1
 3,820

営業利益 1,385 1,824

営業外収益

受取利息 1 3

受取配当金 129 129

その他 48 54

営業外収益合計 180 187

営業外費用

支払利息 73 59

その他 25 32

営業外費用合計 98 92

経常利益 1,466 1,919

特別利益

固定資産処分益 － 218

投資有価証券売却益 29 1

貸倒引当金戻入額 － 11

特別利益合計 29 231

特別損失

固定資産処分損 2 3

ゴルフ会員権評価損 10 2

投資有価証券評価損 53 19

減損損失 － 1

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 5

特別損失合計 66 31

税金等調整前四半期純利益 1,429 2,118

法人税、住民税及び事業税 154 731

法人税等調整額 550 273

法人税等合計 704 1,005

少数株主損益調整前四半期純利益 － 1,113

四半期純利益 725 1,113
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年10月１日
　至　平成22年12月31日)

売上高 23,135 18,024

売上原価 20,664 16,390

売上総利益 2,471 1,634

販売費及び一般管理費 ※1
 1,192

※1
 1,265

営業利益 1,278 368

営業外収益

受取利息 0 1

受取配当金 40 40

その他 9 9

営業外収益合計 51 51

営業外費用

支払利息 23 18

その他 7 9

営業外費用合計 31 28

経常利益 1,298 391

特別利益

固定資産処分益 － 213

投資有価証券売却益 29 －

貸倒引当金戻入額 － 7

特別利益合計 29 221

特別損失

固定資産処分損 － 1

ゴルフ会員権評価損 － 2

投資有価証券評価損 53 19

特別損失合計 53 22

税金等調整前四半期純利益 1,273 590

法人税、住民税及び事業税 81 191

法人税等調整額 508 78

法人税等合計 590 270

少数株主損益調整前四半期純利益 － 319

四半期純利益 683 319
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 1,429 2,118

減価償却費 314 322

減損損失 － 1

貸倒引当金の増減額（△は減少） △7 1

退職給付引当金の増減額（△は減少） △72 157

受取利息及び受取配当金 △131 △132

支払利息 73 59

有形固定資産処分損益（△は益） 2 △215

投資有価証券売却損益（△は益） △29 △1

投資有価証券評価損益（△は益） 53 19

ゴルフ会員権評価損 10 2

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 5

売上債権の増減額（△は増加） 3,593 8,749

未成工事支出金等の増減額（△は増加） △2,496 76

仕入債務の増減額（△は減少） △3,962 △7,369

未成工事受入金の増減額（△は減少） 509 558

その他 △2,101 41

小計 △2,813 4,396

利息及び配当金の受取額 131 132

利息の支払額 △74 △60

法人税等の支払額 △1,323 △1,044

営業活動によるキャッシュ・フロー △4,079 3,425

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △26 △269

有形固定資産の売却による収入 － 433

無形固定資産の取得による支出 △104 △70

投資有価証券の取得による支出 △315 △14

投資有価証券の売却による収入 127 1

その他 △12 4

投資活動によるキャッシュ・フロー △332 85

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 2,500 1,000

長期借入金の返済による支出 △378 △378

自己株式の取得による支出 △0 △0

配当金の支払額 △461 △494

その他 △11 △14

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,648 112

現金及び現金同等物に係る換算差額 △4 40

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,768 3,663

現金及び現金同等物の期首残高 6,969 5,391

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 4,201

※1
 9,055
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第３四半期連結累計期間

（自　平成22年４月１日　　至　平成22年12月31日）

会計処理基準に関する事項

の変更

「資産除去債務に関する会計基準」の適用

「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号　平成20年３月31日）及び

「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20

年３月31日）を第１四半期連結会計期間より適用しております。

これにより、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益がそれぞれ0百万円、税金

等調整前四半期純利益が6百万円減少しております。また、当会計基準等の適用開始によ

る資産除去債務の変動額は、10百万円であります。

 

【表示方法の変更】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

（四半期連結損益計算書関係）

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第３四

半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。

　

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

（四半期連結損益計算書関係）

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第３四

半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。

　

【簡便な会計処理】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

１　一般債権の貸倒見積高の算定方法 　当第３四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定し

たものと著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績

率等を使用して貸倒見積高を算定しております。
  
２　棚卸資産の評価方法 　当第３四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略

し、第２四半期連結会計期間末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法によ

り算定する方法によっております。

　また、棚卸資産の簿価切下げに関して、収益性の低下が明らかなものについ

てのみ正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっております。
  
３　固定資産の減価償却費の算定方法 　定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額

を期間按分して算定する方法によっております。
  
４　繰延税金資産及び繰延税金負債の算

定方法

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関して、前連結会計年度末以降に経営環

境等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められるので、前

連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス・プランニングを

利用する方法によっております。
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【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　　　当第３四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日）

　　　該当事項はありません。

　

【追加情報】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

（退職給付引当金）

当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けておりましたが、

このうち適格退職年金制度を平成22年７月１日付で確定給付企業年金制度へ移行し、「退職給付制度間の移行等に関す

る会計処理」（企業会計基準適用指針第１号）を適用しております。

この変更による当第３四半期連結累計期間の損益への影響は軽微であります。

　

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末
（平成22年12月31日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

※１　有形固定資産減価償却累計額 ※１　有形固定資産減価償却累計額

3,493百万円 3,774百万円
  
　２　保証債務

従業員の銀行借入金に対し保証をしております。

　２　保証債務

従業員の銀行借入金に対し保証をしております。

73百万円 85百万円
  
　３　当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため

取引銀行３行と貸出コミットメント契約を締結してお

ります。

　　　当四半期連結会計期間末における貸出コミットメント

に係る借入未実行残高等は次のとおりであります。

　３　当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため

取引銀行４行と貸出コミットメント契約を締結してお

ります。

　　　当連結会計年度末における貸出コミットメントに係る

借入未実行残高等は次のとおりであります。

貸出コミットメントの総額 5,000百万円

借入実行残高 － 百万円

差引額 5,000百万円

貸出コミットメントの総額 5,000百万円

借入実行残高 － 百万円

差引額 5,000百万円
　  
　４　手形債権流動化による受取手形の譲渡高（1,335百万

円）のうち遡及義務として、358百万円支払留保されて

おります。

　４　手形債権流動化による受取手形の譲渡高（1,083百万

円）のうち遡及義務として、308百万円支払留保されて

おります。
  
※５　損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事支

出金は、これに対応する工事損失引当金3百万円を相殺

して表示しております。

※５　損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事支

出金は、これに対応する工事損失引当金5百万円を相殺

して表示しております。
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（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりであります。

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりであります。

従業員給料手当 1,462百万円

退職給付費用 134百万円

役員退職慰労引当金繰入額 46百万円

貸倒引当金繰入額 4 百万円

従業員給料手当 1,498百万円

退職給付費用 128百万円

役員退職慰労引当金繰入額 44百万円

 

前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりであります。

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりであります。

従業員給料手当 482百万円

退職給付費用 45百万円

役員退職慰労引当金繰入額 37百万円

貸倒引当金繰入額 0 百万円

従業員給料手当 525百万円

退職給付費用 45百万円

役員退職慰労引当金繰入額 37百万円

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年12月31日現在） （平成22年12月31日現在）

 （百万円）

現金預金勘定 4,201

預入期間が３か月を超える定期預金 －

現金及び現金同等物 4,201

 

 （百万円）

現金預金勘定 9,055

預入期間が３か月を超える定期預金 －

現金及び現金同等物 9,055
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（株主資本等関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平

成22年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

株式の種類
当第３四半期

連結会計期間末
　

普通株式 34,000,000株 　

 
２．自己株式の種類及び株式数

株式の種類
当第３四半期

連結会計期間末
　

普通株式 1,056,349株 　

 
３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。
 

４．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月29日

定時株主総会
普通株式 494 15 平成22年３月31日平成22年６月30日利益剰余金

　

(2) 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間

末後となるもの

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）

 
設備工事事業
（百万円）

機器製造販売
事業(百万円)

計
（百万円）

消去または全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 21,874 1,261 23,135 － 23,135

(2）セグメント間の内部売上高

または振替高
2 － 2 (2) －

計 21,877 1,261 23,138 (2) 23,135

営業利益または営業損失(△) 1,355 △76 1,278 － 1,278

　

前第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

 
設備工事事業
（百万円）

機器製造販売
事業(百万円)

計
（百万円）

消去または全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 47,858 3,816 51,675 － 51,675

(2）セグメント間の内部売上高

または振替高
13 － 13 (13) －

計 47,872 3,816 51,688 (13) 51,675

営業利益または営業損失(△) 1,733 △347 1,385 － 1,385

          （注）１．事業区分の方法

日本標準産業分類に基づいて区分しております。
 

　　　　２．各区分に属する主要な事業の内容

設備工事事業 ：空気調和衛生設備の設計・監督・施工

機器製造販売事業 ：精密環境制御機器の製造販売
 

　　　　３．会計方針の変更による影響額

前第３四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年12月31日）

（完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更）

　請負工事に係る収益の計上基準については、従来、平成20年４月１日以後に新たに着手した工事で、

工事期間が１年以上でかつ請負金額が３億円以上の工事については工事進行基準を、その他の工事に

ついては工事完成基準を適用しておりましたが、第１四半期連結会計期間から「工事契約に関する会

計基準」（企業会計基準第15号　平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第18号　平成19年12月27日）が適用されたことに伴い、第１四半期連結会計

期間に着手した工事契約から当第３四半期連結会計期間末までの進捗部分について成果の確実性が

認められる工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事に

ついては工事完成基準を適用しております。

　なお、平成21年３月31日以前に着手した工事契約のうち、平成20年４月１日以後に新たに着手した工

事で、工事期間が１年以上でかつ請負金額が３億円以上の工事については工事進行基準を、その他の

工事については工事完成基準を引き続き適用しております。

　この変更に伴い、従来の方法によった場合と比べて、当第３四半期連結累計期間に係る設備工事事業

の完成工事高は3,976百万円増加し、営業利益は333百万円増加しております。
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【所在地別セグメント情報】

　前第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）及び前第３四半期連結累計期間（自

　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

　全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を

省略しております。

　

【海外売上高】

　前第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）及び前第３四半期連結累計期間（自

　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

　海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。

　

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営

資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は、事業の特性から区分される「設備工事事業」及び「機器製造販売事業」の２つを報告セグメント

としております。

　設備工事事業につきましては、空気調和衛生設備の技術を核として、その設計・監督・施工を主な事業とし

ております。

　機器製造販売事業につきましては、設備工事事業と合わせて、空気調和・温湿度調節の技術を活かし、半導

体や液晶製造装置向けの精密環境制御機器を主とした環境機器の製造販売を行っております。

　

２．報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

当第３四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日）

（単位：百万円）

 報告セグメント
調整額

四半期連結
損益計算書
計上額

　
設備工事
事業

機器製造
販売事業

合　計

売上高    　 　

(1）外部顧客への売上高 46,4297,58054,010 － 54,010

(2）セグメント間の内部売上高又は振替高 25 － 25 (25) －

計 46,4557,58054,035 (25) 54,010

セグメント利益 1,599 224 1,824 － 1,824

（注）セグント利益の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

　

当第３四半期連結会計期間（自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日）

（単位：百万円）

 報告セグメント
調整額

四半期連結
損益計算書
計上額

　
設備工事
事業

機器製造
販売事業

合　計

売上高    　 　

(1）外部顧客への売上高 15,7442,27918,024 － 18,024

(2）セグメント間の内部売上高又は振替高 13 － 13 (13) －

計 15,7582,27918,038 (13) 18,024

セグメント利益 229 138 368 － 368

（注）セグメント利益の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

　

（追加情報）

第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成

21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20

号　平成20年３月21日）を適用しております。
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（金融商品関係）

金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありま

せん。

　

（有価証券関係）

　有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありま

せん。

 

（デリバティブ取引関係）

　デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありま

せん。

 

（ストック・オプション等関係）

　該当事項はありません。

 

（企業結合等関係）

　該当事項はありません。

　

（資産除去債務関係）

該当事項はありません。

　

（賃貸等不動産関係）

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
（平成22年12月31日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 613.80円 １株当たり純資産額 604.56円

 
　（注）　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当第３四半期連結会計期間末
（平成22年12月31日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

純資産の部の合計額（百万円） 20,220 19,917
純資産の部の合計額から控除する金額
（百万円）

－ －

普通株式に係る四半期連結会計期間末（連結会
計年度末）の純資産額（百万円）

20,220 19,917

１株当たり純資産額の算定に用いられた四半期
連結会計期間末（連結会計年度末）の普通株式
の数（千株）

32,943 32,945

 

２．１株当たり四半期純利益

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純利益 22.01円 １株当たり四半期純利益 33.80円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 
　（注）　１株当たり四半期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

四半期純利益（百万円） 725 1,113

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 725 1,113

期中平均株式数（千株） 32,947 32,944

　

前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純利益 20.75円 １株当たり四半期純利益 9.70円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 
　（注）　１株当たり四半期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

四半期純利益（百万円） 683 319

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 683 319

期中平均株式数（千株） 32,946 32,943
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（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

（リース取引関係）

該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

平成22年２月５日

株式会社朝日工業社

取締役会　御中
 

九段監査法人

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 大　網　英　道　　印

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 光　成　卓　郎　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社朝日工業社

の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21

年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社朝日工業社及び連結子会社の平成21年12月31日現在の財政状態、

同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

追記情報

　四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更（２）に記載のとおり、第１四半期連結会計期間から

「工事契約に関する会計基準」を適用している。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

平成23年２月10日

株式会社朝日工業社

取締役会　御中
 

九段監査法人

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 大　網　英　道　　印

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 光　成　卓　郎　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社朝日工業社

の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成22年10月１日から平成22

年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社朝日工業社及び連結子会社の平成22年12月31日現在の財政状態、

同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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